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分 類 事   項 出 典 
法 制 度 1947 地方自治特別法施行 
 
法 制 度 
1948 第 3 次地方制度改革により、財産、営造物の処分および長期
にわたる使用許可と市町村分離に関して住民投票制度が導入され
る。 
鹿谷:p.73 
法 制 度 
1964 財産、営造物の処分および長期にわたる使用許可についての
住民投票制度が廃止される。 
鹿谷:p.111 
自主投票 
1972.5.20 石川県羽郡志賀町赤住地区で北陸電力が計画する 能登
原発（後に志賀原発と名称変更）への賛否を問う全国初めての住民
投票（任意）が実施された。地区総会で地区有権者 343人全員の投
票により（3分の 2以上の得票に限り）地区の総意とすることとし、
町議会もこれを尊重することになっていた。有権者中、投票者数 307
で投票率は 89.7％。石川県と町は法的根拠がないこと、記名投票に
よるしこりが残ることを理由に、投票前後に介入、開票はなされな
かった。 
朝日:19720522夕 
鹿谷:p.112 
:pp.164-169 
自主投票 
1972.7.15 新潟県柏崎市荒浜地区（原発予定地から半径 5 キロ内、
391 世帯、1500人余り）で原発建設について住民投票（1世帯 1票
方式）を実施した。有権者数は 391、投票数は 329で投票率 84.1％。
開票の結果、賛成は 39で 13.4％、反対 251で 86.6％（＊注 1）。 
品田新正町内会長は「この秋の電源開発調整審議会」に、地区から
大挙して押しかけ住民の意思を訴える」と発言。誘致決議をしてい
朝日:19720904 
鹿谷:p.14:p.112 
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る市議会の武田英三議長は「住民の大勢を反映していない」との認
識を示した。東京電力の二木一郎立地部長は「これまで市や地区の
有力者を重点にしていたのを反省する」と発言。 
自主投票 
1972.8. 石川県羽郡志賀町に提示された県の調停案に反対が強く、
開票は長期凍結された。県の調停案は反対派に対し実質的に、建設
を前提に北陸電力との条件闘争に入るよう求めたものと受け止めら
れる。投票用紙は廃棄し、地元民からなる対策協議会が北陸電力、
学者、県から意見を聞いて 73 年 3 月までに地区の総意をまとめる
ことになる。 
朝日:19720904 
自主投票 
1973.3.24 石川県赤住地区で、地区総会の決議により原子力発電所
の設置について再投票がなされる。反対派はこれを欠席。171 名が
投票、165名が賛成、賛成率 98.2％、反対票は 3票。 
鹿谷:p.112 
提  言 
1976.6 第 16次地方制度調査会が『住民の自治意識の向上に資する
ための方策に関する答申』を提出した。  
請求運動 
1977.11 福井県敦賀市で高速増殖炉、日本原電 2号炉の建設推進に
「原発建設の賛否を問う条例制定」の直接請求運動が起きる。 
反:19780301 
請求運動 
1978.1 福井県敦賀市で再び直接請求運動が起きる。矢部市長が「原
発は国の事務で、自治体事務に該当しない」ことを理由に請求代表
者証明書の交付申請書を受理しなかったため。 
反:19780301 
毎日:19931116 
反:19831020:1 
裁  判 
1978.3. 高速増殖炉など建設に反対する福井県敦賀市民の会が市条
例制定の直接請求拒否処分の取り消しを求めて福井地裁に提訴した。 
日経:19780309 
請求運動 
1979.夏 和歌山県古座町で、関西電力の建設計画に対し町内全有権
者にアンケート方式で是非を問う計画があったが、スリーマイル島
事故により延期された。町長は「7割ほどの賛成があれば原発推進、
反対が上回れば取りやめ」と言明していた。 
朝日:19810420 
リコール 
1981.3.8 高知県窪川町で原発推進の藤戸進町長のリコールが成立
する。投票総数 1万 2340、投票率は 91.66％。解職賛成 6332 票、
反対 5848票。 
朝日:19810309 
反:19810420 
町 長 選 
1981.4.19 高知県窪川町でリコールされた藤戸進町長が、選挙公約
で「事前調査はするが、原発立地に関する町の意思は住民投票で決
める」と公約の上で町長に再選される。 
反:19810520 
朝日:19810420 
運  動 
1981.8.31 佐賀県松浦郡玄海町の九州電力玄海原子力発電所 3・4
号機増設をめぐる公開ヒアリングで、住民組織「玄海原発設置反対
佐賀県民会議」（八木昇議長）と社会党、総評、原水禁国民会議が、
1.2 号機の運転中止、3・4 号機可否認とともに通産省主催の公開討
論会と関係 5市町の住民投票など 5項目を要求。 
朝日:19810901  
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運  動 
1981.12.5 12.10 新潟県巻町で「巻原発反対共有地主会」を中心に
した活動によって 4709 名の署名(有権者の 43％、世帯数にして
63％）が集まった。町長は「住民投票をやれば町が混乱する」との
見解を表明。 
反:19810920:1 
反:19820120:3 
提  言 
1982.2 全国市議会議長会の都市行政問題研究会が『新時代に即応
した市議会機能の向上策についての意見』という報告書の中で住民
投票の積極的活用を提言した。「より広く住民の意思を把握するた
め、いわゆる住民投票制度を採用し、その結果を審議過程で参考と
し、より的確な意思決定を行う」ためとしている。 
鹿谷:p.63 
条 例 案 
1982.4 高知県高岡郡窪川町で、全国初の住民投票条例案の基本構
想がまとまる。今回の原発だけに適用される時限立法。町内の全有
権者数は 1万 3千人。町企画課は「原発建設の許認可権は国に属す
るが、窪川町に立地するかどうかは町の行政事務」と説明。藤戸町
長は「私は投票結果に従い、ノーとでれば原発計画は断る」と町議
会で言明した。  
朝日:19820422 
反  響 
1982.6.28 高知県窪川町の条例案に対し、渡辺光夫通産省資源エネ
ルギー庁公益事業部開発課長は「原発立地についての住民投票がは
たして有効かどうか疑問がある」と発言。砂子田隆自治行政局長「原
発問題は国の政策がからむので、住民に判断を求めるやり方がふさ
わしいとは言えないように思う」と発言。 
朝日:19820628 
議会可決 
1982.7.19 高知県窪川町で藤戸町長が議会に「窪川町原子力発電所
設置についての町民投票に関する条例」を提案、これが可決され日
本初の住民投票条例となる。町議会は定数 22、町長系の保守派が
15 名、反原発反町長派は 5名。 
日経:19820720 
朝日:19820628 
運  動 
1983.9.16 福井県大飯町で、原発反対県民会議と「大飯町住みよい
町づくりの会」（代表水谷刀袮氏、中川三千男氏）が署名運動に入
った。有権者数は 4659 人、3 分の 1 の署名集めを目標とする。町
議会議員 16人中 12人が政新会を結成して「投票条例は町を二分し
混乱させる」「町政懇談会で町民の意思は十分反映できる」との内
容のビラを全戸配布した。  
反:19831020:1 
運  動 
1983.10.26 福井県大飯町で、大飯原発 3・4号機増設の可否につい
て住民投票条例の制定を求める署名（法定数の 7倍の 665人）が選
管に提出される。 
反:19831120:1 
議  会 
1983.12.26 福井県大飯町 関西電力による大飯原発 3･4 号機増設
の是非を問う「窪川町原子力発電所設置についての町民投票に関す
る条例案」が否決される。14対 1での否決。 
反:19840220 
福井:20111126 
自主投票 1984.11.4 福井県小浜市で大飯原発から 10km以内の有権者に対し 反:19841020:1 
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て「市民投票をすすめる会」が大飯原発増設の是非をめぐって
13,753 人に葉書を送り自主管理方式の住民投票が行われた。回収率
53.2％、90.8％が反対を表明、8.7%が賛成した。小浜市は大飯原発
から 10km 以内の住民の 75％を占める。 
反:19841220:1 
請求運動 
1985.2.1 青森県で「核燃県民投票条例制定直接請求署名」の運動が
開始された。必要署名数の 2万 2000人を上回る 10万人の署名が目標。 
反:19850220 
議会否決 
1985.5.28 青森県臨時県議会で「核燃料サイクル施設建設立地に関
する県民投票条例案」が否決される。直接請求に必要な 2 万 2097
人の 4倍 8万 7070人（有効署名数）の署名が集まっていた。 
反:1985062 
請求運動 
1985.12.30 三重県度会郡紀勢町で中部電力による芦浜原発計画に
ついての住民投票条例制定を求める直接請求がなされる。687 人が
署名。 
日経:19851231 
請求運動 
1986.2.24 能登原発に隣接する石川県富来町で住民投票条例制定を
求める直接請求の手続きが開始された。1985年 11月の同町全世帯
アンケート（1130 世帯が回答、回答率 34.3％）では、84.8％の世
帯が町民一人ひとりの意思を問うべきであると回答していた。 
反:19860329:3 
田村:p.60 
請求運動 
1986.4.5 石川県富来町選管に 4020 人分の署名（法定数 194 人の
20 倍、適格者は 3759 人）が提出された。200 名の署名収集者の 6
割が女性。 
反:860520:3 
鹿谷:p169 
議会否決 
1986.5.26 石川県富来町町議会で「原子力発電所建設についての富
来町町民投票条例案」が否決された（賛成は 1名）。町長は「町議
会が住民の意見をくみ取り審議するのが最良であって条例は必要で
はない」との付帯意見をつけて提案。 
日経:19860527 
議会否決 
1986.6.3 三重県紀勢町で「紀勢町芦浜原子力発電所の建設及び事前
環境調査についての町民投票に関する条例案」が否決される。 
森田/村上（2003） 
巻末 p.220 
提  言 
1987.3 自治省の諮問機関地方行政活性化長期戦略研究委員会が報
告書『21世紀の地方自治』の中で「住民意識の向上を図る観点から、
議会と長の意見が対立しているときに重要な案件、特定の重大な施
策について、住民投票制度の拡充について検討や情報公開の推進に
取り組む」ことを検討すべきとした。 
鹿谷:p.63 
請求運動 
1988.7.5 北海道泊原発 1号機の運転開始について、全北海道労働組
合協議会道原発反対共闘会議（森尾昇議長）、生活クラブ生協（杉
山さかえ代表）、原発反対派農民らが、道民投票条例案を作成、住
民投票を求める直接請求の運動を開始した。運動母体の名称は「泊
原発凍結!道民の会」。有権者の 50 分の 1 万 8000 人の署名で直接
請求が可能になるが 100万人の署名を目標とする。 
朝日:19880616 
:19880706 
反:19880820:1 
電気:19880707 
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請求運動 
1988.10.14 「道民の会」が横路孝弘北海道知事に住民投票条例を求
める本請求を行った。全有権者の 4 分の 1 に相当する 101 万 4000
人の署名簿が 3日に全道 212市町村の選管に提出されており有効署
名は 89万人に達した。 
毎日:19881115 
脱原発法 
1988.10「脱原発法」制定運動が開始される。署名実施は翌年 1 月
から。 
反:19881120 
議会否決 
1988.12.3 北海道議会（定数 110）が「泊原子力発電所 1 号機の運
転開始に対する道民投票に関する条例案」を 54対 52で否決する。
自民（49議席、内 1人は議長）と民政クラブが反対、社会（44議席）、
公明、共産が賛成した。知事意見書は「行政の継続性」「条例の効果
への疑問」「署名数の重み」の 3 点を併記し「慎重審議を求め」た。 
反:19881220:3 
朝日:19881204 
請求運動 
1989.6.15 岡山県で「放射能のゴミはいらない！県条例を求める会」
（広本悦子代表）が署名活動に入る。「求める会」は 89年 10 月に
正式に発足、これまで 200回近い学習会を重ねた。有権者数は 140
万人で 30万人を目標とする。 
反:19900620:1 
「県条例を求める
会」HP 
脱原発法 
1990.6.22/25 脱原発法の制定を求める請願（約 50 万人分）が衆議
委員の科学技術委員会、参議院の科学技術特別委員会に付託された
が不採択となる。 
反:19900720 
請求運動 
1990.8.25 岡山県「県条例を求める会」が署名者数を集約、2 か月
間で県内有権者の 4分の 1である 34万 576人の署名を集めた。 
反:19900920:1 
請求運動 
1990.9.10 福島県富岡町と楢葉町の住民グループ（社会党や自治労
で構成する「3 号機の運転再開に反対する会」が署名活動を進め、
10 日に住民投票条例の制定直接請求を行った。富岡町の石丸小四郎
氏(47）ら 3人が 440人の署名者を代表、楢葉町の南条善徳氏（36）
ら 3人が 284名の署名者を代表した。 
反:19901020:1 
福島民友:900911 
議会否決 
1990.9.17 福島県富岡町町議会（定数 20）で「東京電力福島第二原
子力発電所 3号機、運転再開に対する住民投票に関する条例案」が
反対 15、賛成 4で否決される。山田荘一郎町長は住民投票の必要性
は乏しいとの意見書をつけ、議会で「住民投票は議会制民主主義を
一面否定するもの」と述べる。同機は、1989 年 1 月に再循環ポン
プが破損し、約 30 キロの金属片が炉内に入る国内最大とされる事
故を起こした。 
朝日:19900918 
毎日:19900917 
議会否決 
1990.9.26 福島県楢葉町町議会が「東京電力福島第二原子力発電所
3 号機、運転再開の賛否を問う住民投票の条例案」を反対多数で否
決した。結城定重町長は、町長と町議の決定によるべきものとの意
見書をつけ、「東電、国、県に万全の安全対策を求め、原子力安全
委の結論が出たら、町議会と相談して結論を出す」と述べた。 
反:19901020 
電気:19900927 
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自主投票 
1990.10 福島県の地元市民団体と首都圏の反原発グループが運転
再開の条件である「地元合意とは住民一人ひとりの同意である」と
して自主的な住民投票を開始した。「福島第 2原発 3号機の運転再
開を問う住民投票を実現する会（代表世話人西田勝法政大教授ら 3
人）が富岡町の全有権者 1万 1213 人、楢葉町の 6171人に配布した。 
1990.10.26 福島県「実現する会」が返信された投票用紙を公開開封
したところ、富岡町で 6162票（55％）中、2816票（47.3％）が再
開に同意する、3205票（52.3％）が同意しない、楢葉町の 3811 票
（61.8％）の中、1297 票（34％）が同意する、2494 票（65.4％）
が同意しないとの結果であった。 
朝日:19901020 
議会否決 
1990.11.5.岡山県臨時議会が「高レベル放射性廃棄物等の持ち込み
拒否条例案」を 15対 38で否決する。長野士郎県知事は「条例制定
には同意できない」という意見書をつけた。条例案に賛成したのは
社会、公明、県民クラブ、共産の各党、反対は自民、民社。 
反:19901120:1 
町長選挙 
1992.9.9 三重県南島町町長選挙で稲葉輝喜町長が住民投票の実施
を公約して当選する。 
日刊建設工業: 
19920909 
反  響 
1992.10.28 九州電力の大野茂社長が記者会見で「原発の是非は国民
的な広がりの中で議論されず、方向がきちんと決まっていない。国
民投票やアンケートなど国民の多数の意思を反映する方法はない
か」と発言する。 
西日本:19921029 
提  言 
1993.1.28 「アースディ日本･東京事務所」など環境市民団体でつく
る環境法制検討市民委員会が「環境基本法案」の対案として「市民
案」を公表する。ダムなどの大規模開発や原発について住民投票を
行う条項を盛り込んだ。 
朝日:19930129 
請求運動 
1993.2.22 三重県紀勢町で、芦浜原発の賛否を問う町民投票条例の
制定に向けて陳情書と署名簿が町議会議長に提出される。有権者の
53％の署名を集めた。 
反:19930420 
議会可決 
1993.2.26 三重県南島町町議会が、「南島町における原子力発電所
設置についての町民投票に関する条例案」を 11対 6で可決する。1
月に結成された「南島町原発反対の会」を中心とした漁業者が運動
の中心となった。条例の成立は 1982年の高知県窪川町に続き全国 2
例目。南島町では 1964年 4月に原発反対を決議、1985年 9 月に反
対決議を再確認している。南島町の条例は①電力会社から設置申し
入れがあり、議会がこれに同意した場合町民投票を実施する、②町
長は有効投票の賛否いずれか過半数の意思を尊重する、③投票資格
者は選挙人名簿登録者とするなどの内容。 
反:19930320:1 
朝日:930227 
電気:930301 
請求運動 1993.3 福井県敦賀商工会議所が提出した増設促進の陳情を市議会 福井:20111126 
原子力発電所関連施設 住民投票年表 安田 利枝  93 
が採択。これに対抗して「原発の新設・増設について住民投票条例
をつくる会」が運動を開始した。 
選 挙 
1993.5.22 宮崎県串間市議会議長の末海重俊氏が議長選挙前に革新
系議員に①原発問題で強行採決はしない、②最終的には住民投票で
決めることに合意していたことが「赤旗」の折り込みチラシで公表
される。串間市議会（定数 23）は、保守系無所属 18 議席 共産 
2 社会、公明、革新系無所属が各 1 
朝日:19930525 
世論調査 
1993 朝日新聞が実施した原発に関する福井県民意識調査(無作為
抽出、電話調査、有効回答数 692）では、住民投票の制度について、
必要との回答した人が 75％、必要ないが 1、その他が 13％。 
朝日:19930913 
請求運動 
1993.9.13 福井県敦賀市で原発増設問題が昨夏浮上、市内の 25 団
体で組織した「原発の新設・増設について住民投票条例をつくる会」
（坪田嘉奈弥代表ら 6人）が直接請求運動を開始した。条例案は①
市民を対象に原発の新増設に対する賛否投票を行う、②住民投票は
電力会社などからの申し入れに対し、市が態度を決定するのに先立
って実施する、③市長は原発新増設の同意にあたり住民投票の結果
を尊重するなどの内容。すでに既設の原発をもつ自治体での運動は
全国で初めて。市議会は 3日に増設陳情を賛成多数で可決しており、
市周辺の自治体からは増設反対や慎重審議を求める要望書が県、県
議会、日本原電に寄せられている。 
朝日:19930914 
読売大阪 
:19930913 
請求運動 
1993.9.27 日本原電が条例制定請求運動について、地元９区長に「署
名には慎重に対処するよう住民に伝えてほしい」と依頼したことに
対し「つくる会」が原電の事務所に釈明を求める申し入れ書を提出
した。 
毎日大阪夕 
:19930927 
議会可決 
1993.10.5 宮崎県串間市市議会で、「串間市における原子力発電所
設置についての町民投票に関する条例案」（山下茂市長提案）が可
決される。全国で 3例目。同時に適地調査を九州電力に依頼する決
議もなされる。投票結果については「過半数の意思を尊重する」と
ある。反対派は、第 1条に「市民の意思を集約することが困難と判
断したとき」実施するとあることから判断が市長に任されること、
また、「設置に係る建設同意の申請があったのち」に住民投票が実
施されるとあり、既成事実を積み上げた後の投票になる可能性を懸
念している。 
朝日:19930923 
:19931006 
原子力産業 
:19931007 
反:19931020:2 
請求運動 
1993.11 16 福井県敦賀原発 3・4号機増設の是非を問う住民投票を
求めて 1万 989人の有効署名（有権者 50分の 1、1980人の 11 倍）
をもって本請求がなされた。市議会(定数 28）は 3 月に敦賀商工会
議所による原発増設促進の陳情を賛成 21 反対 4 で可決している。
福井:20111126  
毎日大阪 
:19931116 
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高木孝一市長は「民意を代表する最高の議決機関は市議会」と繰り
返し述べる。市長は請求否決の 2日後に県に増設了承を伝えた。他
方住民によるアンケート調査では 5－9 割が増設に反対していると
いう。 
議会否決 
1993.12.6 福井県敦賀市で「敦賀市における原子力発電所の新設お
よび増設についての住民投票に関する条例案」が否決される。賛成
は 6 名（社会、共産、無所属）で、反対は 21 名（保守系、公民、
民社） 
日経:19931207 
朝日:19931207 
提  言 
1994.8.24 社会党党政審会長諮問機関「21世紀日本の選択」中間報
告書が公表される。原子力発電所の更新については住民投票を制度
化することが盛り込まれる。座長は諌山正新潟大教授、高木郁郎日
本女子大教授、山口二郎北大教授、議員ら 11人が 3月から約 10 回
の検討会を開催してきた。 
朝日:19940825 
請求運動 1994.9 三重県紀勢町に「紀勢町住民主権の会」が発足する。 反:19950120:3 
請求運動 
1994.10.19 新潟県巻町に「巻原発住民投票を実行する会」（代表笹
口孝明）が設立された。 
毎日:19941019 
議会否決 
1994.12.13 新潟県巻町町議会で議員提案による「巻町における原子
力発電所設置についての町民投票に関する条例案」が否決される。 
森田/村上(2003) 
巻末 p.223 
議会否決 
1994.12.24 青森県六ヶ所村で直接請求による「高レベル放射性廃棄
物の六ヶ所村への搬入に対する村民投票条例案」が否決される。 
森田/村上（2003） 
巻末 p.223 
自主投票 
1995.1.22-25までの15日間 新潟県巻町で自主管理による原発の是
非を問う住民投票が実施された。1 万 378 人が投票し（投票率
45.4％）、原発反対は 9854票で 95.4％を占めた。賛成が 474 票、
無効が 50票。 
反:19950220 
朝日:19950206 
請求運動 
1995.2.22 芦浜原発について「紀勢町住民主権の会」（94年 9 月発
足）が条例制定に向けて署名運動を実施、2317人（有権者の過半数
53％）の署名を集め、「原発建設の賛否を直接町民に問う町民投票
条例の制定を求める陳情書」と署名簿を町議会議長に提出した。 
反:19950420:3 
議  会 
1995.3.13 串間原発について、住民投票条例改正案が議員提案され
る。「今のままの内容では投票自体、地元立地手続きの最終段階で
しか行われない可能性がある」として、環境影響調査申し入れ時点
まで遡って投票できるようにする改正案。 
西日本:19950313 
議会否決 
1995.3.23 串間市議会が住民投票条例改正案を賛成 8 反対 14 で否
決する。  
西日本:19950323 
議会可決 1995.3.24 三重県南島町で議員提案による芦浜原発建設に関する住 反:19950420:3 
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民投票条例の改正案が可決された。①「有効投票の賛否いずれか過
半数の意思を尊重する」から「3 分の 2 以上の賛成が得られないと
きは否としてその意思を尊重する」へ修正、②建設に伴う事前環境
調査に関し賛否について町民投票を行い「3 分の 2 以上の賛成が得
られないときは、町民の意思は不同意とみなし、この意思を尊重し
て町政を執行」するとの内容。条例案は議員提案によるもので、票
数は 11対 3。同時に、「南島町における原子力発電所の建設に伴う
事前環境調査についての町民投票に関する条例案」が可決された。 
地方行政 No.8801 
p.9 
森田/村上（2003）
p.223 
議会可決 
1995.6.26 新潟県巻町町議会（定数 22）が東北電力による「原子力
発電所建設の是非を問う住民投票条例案」（議員提案）を 11 対 10
で可決した。全国で 4 例目。施行日から 90 日以内の実施を定めて
おり、佐藤莞爾町長は再議に回す可能性を示唆するが、後に見送り
を決める。巻原発は 81 年に電源開発調整審議会で着手が認められ
ている。 
反:19950820 
法 制 度 
1995.7 地方分権推進法に基づき、5年間の時限機関として地方分権
推進委員会が設置された。後、委員会による第 1次から第 4次勧告
をもとに、2次にわたる地方分権推進計画が閣議決定され、1999 年
の地方分権一括法として成立する。住民投票制度は盛り込まれなか
った。 
鹿谷:p.61 
議  会 
1995.8.2 三重県紀勢町で芦浜原発について町民投票条例の制定を
求める陳情を賛成 8反対 5で採択した。 
朝日:19950802夕 
請求運動 
1995.8.7 新潟県巻原発の是非を問う住民投票条例の一部改定を求
める直接請求の署名簿が提出される。改定内容は「（住民投票）は
町長が議会の同意を得て実施する」というもの。 
毎日:19950808 
議会可決 
1995.9.26 宮崎県串間市市議会で原発建設に関する住民投票条例の
改正案が市長提案（山下茂氏）で提案され、賛成 18 反対 2 棄権 1
で可決された。①投票目的を「市民の意思を集約することが困難と
判明したとき」から「市民の意思を明らかにするため」に改正、②
投票時期を「建設同意の申請があった後」を「建設同意の申請があ
ったとき」あるいは「市長が必要と認めたとき」とした。 
反:19951120:3 
朝日:19950927 
議  会 
1995.10.3 新潟県巻原発の住民投票条例の一部改正案が議長採決で
可決される。実施は事実上無期延期となった。 
毎日:19951004 
リコール 
1995.11 16 「巻原発・住民投票を実行する会」にリコール代表者証
明書が交付され、町長のリコール運動が開始された。 
原子力産業 
:19951116 
反  響 
1995.12.1 九州電力が宮崎県串間市での原発立地構想の凍結を発表
した。住民投票の実施を回避したとの見方も出た。 
朝日:19961202 
:19970712  
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議  会 
1995.12. 21 串間市市議会(23人）が議員提案による「住民投票条例
の廃止を求める条例案」を賛成 9 反対 13 で否決した。同時に「原
発適地可能性調査決議の撤回を求める決議案」を賛成 14 反対 8 で
可決した。 
南日本:19951222 
請求運動 
1995.12.25 岐阜県瑞浪市で動燃が計画している高レベル放射性廃
棄物「超深地層研究所」建設に関する動燃、瑞浪市長、土岐市長、
岐阜県知事の四者による協定の一時凍結の賛否を問う住民投票条例
制定を求める署名簿、1737人分が提出される。有効数の約 3 倍。 
反:19960120:3
反:19951228:3 
「核のごみキャン
ペーン・中部」 
議  会 
1995.12.28 岐阜県瑞浪市で 四者協定が、一時凍結について賛否を
問う住民投票条例請求（約半数の 1737 名の署名）が審議にかから
ないまま調印された。 
「核のごみキャン
ペーン・中部」 
町 長 選 
1996.1.22 巻町町長に「実行する会」の代表笹口孝明（47）が当選
した。 
産経:19960122 
議会否決 
1996.2.6 岐阜県瑞浪市臨時市議会で核燃機構の「超深地層研究計画
の協定書調印の一時凍結の賛否を問う住民投票に関する住民投票条
例案が否決される。 
「核のごみキャン
ペーン・中部」 
請求運動 
1996.2 浜岡 5号機増設問題で建設予定地の佐倉地区で白紙撤回、
十分な議論、住民投票を求める「町原発問題を考える会」（伊藤実
代表(55）)がつくられる。 
朝日:19960705 
提  言 
1996.3.29 地方分権推進委員会が『中間報告』を提出、住民投票が
検討課題として存在しているとの認識を示した。 
鹿谷:p.14,p.62 
 
提  言 
1996.4.16 第 24 次地方制度調査会専門小委員会『地方分権に伴う
地方行政体制整備･確立についての専門小委員会報告』が、住民投票
制度に直接関係する答申を行った。ただし小委員会としての具体的
な立場は明確にしていない。 
鹿谷:p.14,p.60 
提  言 
1996.7 東京都住民参加制度研究会（1995年設置）が住民投票制度
と外部監査制度について検討し『住民参加制度研究会報告書』を発
表した。住民投票制度導入の是非は論じていない。 
鹿谷:p.5,p.14,p.65 
反  響 
1996.7.4 電気事業連合会幹部によるものとして「巻町のような住民
投票方式が全国の原発候補地に波及すると困る。原発を押しつけあ
って国のエネルギー政策が行き詰まる」との発言が報道される。 
朝日:19970706 
首 長 
1996.7.7 巻町の笹口町長が「町民は 20 数年間、原発の安全性も国
のエネルギー政策も考えてきた。この 2 年間は 2 万 3000 人で開い
た公聴会のようなもの。みんなが情報を集め、自分なりに整理して
きた。爆発しても原発は要るという人もいれば、国が安全だといっ
ていてもエイズ薬害があったじゃないかという人もいる。町民エゴ
朝日:19960707 
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だけでなく、県民、国民として真剣に考えている。もし、投票でノ
ーとなればそれが公益ではないですか。国自身に逆に真の公益を問
い直すということでしょう」と発言する。 
反  響 
1996.7.23 電気事業連合会荒木浩会長が「市町村単位に出る交付金
を公共施設作りにあてておわり、というのでは、地元の協力を得に
くくなっている。電力会社も市町村をまたぐ広域の地域経済振興策
に参加するなど、カネ、モノ以外のソフト面で地域の活性化を支え
る努力が必要になってきている」と語る。 
朝日:19960723 
法定投票 
1996.8.4.新潟県巻町で条例に基づく日本初の住民投票が実施され
た。東北電力が町内の角海浜および五ヶ浜地内に計画していた原子
力発電所の建設に賛成するか否かが問われ、投票率は 88.29％に達
した。有権者数 2 万 3222、投票総数 2 万 0503、反対票 1 万 2478
票（有効投票数の 61.2％、有権者数の 53.7％）、賛成票 7904 票。 
反:19960820 
請求運動 
1996.8.5 静岡県浜岡町で中部電力による浜岡原発 5 号機増設問題
で､「浜岡原発問題を考える会」（伊藤実代表）などにより、住民投
票実施を求める要望書が2万 8000人の署名と共に町に提出される。 
8 月初めの集会で本間義明町長は「日本では直接民主主義制度を認
めていない。住民投票は、敗者の側に怨念が残り、いたずらに混乱
を引き起こすだけだ」と住民投票に否定的な考えを示した。 
朝日:19960625 
:19960805 
日経:19960806 
反  響 
1996.8.9 通産省総合エネルギー調査会の原子力部会で、委員の河
瀬一治敦賀市長が「国が前面に出て国民と対話してこなかった。地
方や電力会社の問題として放っておいたのではないか」と政府の対
応を批判した。他に武田修三郎東海大教授らが「国はどれだけまじ
めに政策を議論する気があるのか」と原子力政策の根本的見直しを
求めた。 
日経:19960810 
首 長 
1996.8.24 串間市の山下市長が 11 月の市長選と同日投票で、ある
いは市長選前に原発立地の是非を問う住民投票の実施を選管に指
示した。 
朝日:19960824 
反  響 
1996.8.26 通産省･資源エネルギー庁が、来年度から原子力発電所の
稼働中の地元自治体に「原子力発電施設等立地地域長期発展対策交
付金」を新設する方針を決め、1997 年度概算要求に 51 億 2000 万
円を計上した。新交付金の交付金額は 100万キロワットあたり 8000
万円。原発をつくるほど加算され運転が続く限り交付され、運転開
始から 15年以上経過した原発にはさらに 4000万円上乗せする。企
業誘致や医療・教育文化施設の建設のほかホームヘルパー事業など
を後押しする。新規立地探しから既設対策に力点が移る。 
朝日:19960827 
:19961016 
日経:19970319 
:19970823 
反  響 1996.9.3 通産省資源エネルギー庁が「エネルギー立地広報方策委員 朝日:19960828 
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会を」設置し、初会合を開く。電力会社 9社と日本原電など関係機
関の広報担当者をメンバーとする。効果的なＣＭの方法、新聞広告
など他の媒体との役割分担を検討する．原発の必要性、安全性の表
現方法を研究課題とする。広報事業を委託されているのは電源地域
振興センター。ＣＭの効果についての調査結果、広報予算の削減、
巻町の住民投票結果が見直しの理由。 
反  響 
1996.9.5 新潟県巻町の笹口町長が東北電力新潟支店を訪問、計画の
撤回を申し入れた。佐藤副社長は「広報活動が足りず町民に理解し
てもらえなかった」と応答した。 
日経:19960906 
反  響 
1996.9.6 新潟県巻町の笹口町長が通産省資源エネルギー庁を訪問、
国の電源開発基本計画から巻原発を除外するよう要請。応対した開
発課長と電源立地対策室長は「住民の理解を前提に計画を推進した
い」と回答した。 
日経:19960907 
請求運動 
1996.9.11 九州電力の川内原発地質予備調査で「開発の可能性を有
する」と発表したことを受け、河内原発建設反対連絡協議会が「住
民投票に持ち込みたい」とする。森卓朗川内市長はかねてから「住
民投票条例の制定を検討する」と表明。 
日経:19960912 
議会可決 
1996.12.14.三重県紀勢町町議会が8対5の賛成多数で中部電力の原
発計画に関わる町民投票条例案を可決する。全国で 5例目。原発建
設の申し入れがあれば 3ヶ月以内に住民投票を実施し、その過半数
の意思を町長は尊重するとの内容。有権者の過半数 2317 名の署名
により 95年 2月に条例制定を陳情。 
反:19960120 
反  響 
1997.1 地方自治研究機構石原信雄理事長（前内閣官房副長官）が
日本経済新聞の取材に対し「原子力発電所建設のような問題につい
て住民投票するのは、ある意味で結果は最初から分かっておりナン
センスではないか。すべてを投票にかけることは地方自治制度を行
き詰まらせる」と述べる。 
日経:19970104 
議 会 
1997.2.14 芦浜原発を推進してきた三重県議会自民党議員団の「足
浜原発設置問題検討委員会」（乙部一巳会長）が「見解」をまとめ、
約３年間の冷却期間をおくことを正式表明した。県議会は５３議席。
自民党が 21人、新進系の県政会 16人、反対の立場をとる県民連合
14 人、共産党 2人。「見解」では 1月の現地視察などの結果、「昭
和 38年以来 34年間に及ぶ推進派と反対派の対立は、人間相互間の
不信感を募らせ、もはや地域破壊の様相すら呈し、肝心の地域社会
がいまなお深刻な状況を続けている実態を率直に認識した」とある。 
 県議会各派を動かした最大の要因は「原発計画の破棄と県議会の
同原発推進調査決議の白紙撤回」を求める県民 50万人署名運動が、
月刊自治研:1997.3 
p.132 
原子力発電所関連施設 住民投票年表 安田 利枝  99 
96年 5月末に 81万 2325人と有権者の過半数を上回ったことにある。 
法 制 度 
1997.3.1 大阪府箕面市（橋本卓市長）が、全国で初めての行政全般
を対象にした住民投票の実施を明文化した「市民参加条例」案を定
例市議会に提出。 
1997.3.28 全国で初めての住民投票に関する条項を盛り込んだ「基
本条例」が成立する。この後同様の「自治基本条例」を制定する自
治体が増加する。これらの条例は首長提案になり、「首長（または
市町村）は住民投票を実施することができる」と定められているの
みであることが多い。 
日経:19970301 
野口(2003):p.212 
議 会 
1997.3.19 浜岡原発の 5 号機の増設に対する知事の認可は独自に安
全性を実証できるまで出さない、増設の是非については住民投票を
行うことなどを求める 4種の請願について、県議会本会議はすべて
不採択とした。 
朝日:19970320 
議 会 
1997.3.21 宮崎県串間市市議会は 13 日に推進派議員から出された
「住民投票予算の予備費への繰り入れ(投票の関連経費 1600万円を
削減する）」修正案を無記名投票により 12対 10で可決した。九州
電力から立地計画の「白紙・再検討」の申し入れがあったため。31
日に山下市長は予算案の「再議」を行わないと表明。 
反:19970420:3 
日経:19970325 
反 響 
1997.3.26 九州電力蒲田副社長が串間原発立地を白紙撤回すること
を正式に表明する。11日の記者会見では「地元を二分し、対立しか
ねない情勢となり先々にしころを残しかねないと判断した」断念で
はなく「原点に戻しただけ」と述べる。 
朝日:19970326 
日経:19990311 
:19970326 
運 動 
1997.5.23 串間反原発住民投票対策本部（城光也本部長）など 5 団
体が、「市長と九電の間で（完全撤退）の正式文書がない以上、疑
念は消えない」として投票の実施を求め、山下市長にあてて、原子
力発電所立地の賛否を問う市民投票関連予算を 6月市議会に再提案
するよう求める陳情書を提出した。 
朝日:19970524 
提 言 
1997.7.8 地方分権推進委員会が『第 2次勧告』を提出、住民投票に
言及し、「住民参加の機会拡大のために有効と考えられる一方で、
現行の代表民主制との関係に十分留意する必要」があるとした。 
鹿谷:p.14,p.62 
請求運動 
1997.12.15 宮崎県串間で「住民投票の即時実施を求める署名」が過
半数を超え、1万人余りの署名を市長に提出した。 
反:19980120:3 
裁 判 
1997.12.24 宮崎県串間市原発阻止 JA青年部連絡協議会（山下芳数
会長）が「九州電力が串間原発を断念しても、市長当選後 1 年以内
に住民投票を実施する」との公約を守らなかったとして、山下社長
を相手に 750万円の損害賠償を求める訴訟を宮崎地裁に起こした。 
反:19980120:3 
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請求運動 
1998.3.9 京都府久美浜町の「原発住民投票条例実行委員会」が町議
会に、有権者 9787人の 4割に相当する 3862人の署名を添えて条例
制定を求める請願を提出した。1997 年 5 月の町長選挙で立地反対
の立場から住民投票条例制定を訴えた岡下氏を代表に 1月に実行委
員会を結成し、過半数を目指して署名を継続。 
反:19980420:3 
請求運動 
1998.10.1 北海道で「知事発議による住民投票の実施」を求めて署
名活動が始まる。「決めるのは私たち！泊原発 3号機住民投票を目
指す会」（賛同者 110名、個人会員 130名、団体会員 15グループ）
が 10万筆を目標としている。 
反:19990120:3 
請求運動 
1998.11.25 宮崎県串間市の「市民投票に関する条例」改正のための
直接請求署名が串間市選管に提出された。市内の反原発団体 16 団
体でつくる「串間原発住民投票対策本部」が署名運動を行った。改
正案の柱は「串間市の有権者の 3分の 1の直接請求があれば、必ず
住民投票を実施する」との内容。 
反:19981220:3 
日経:19981103 
請求運動 
1998.12.16 北海道泊 3 号機について、市民団体「決めるのは私た
ち！泊原発 3号機住民投票をめざす会」（神原昭子代表）が 9万 7031
筆の署名とともに「泊原発 3号機の可否の判断にあたって、知事は
道民投票の実施を発議してほしい」との申し入れを真田俊一副知事
に行った。 
反:19990120:3 
日経:19981217 
請求運動 
1999.1.7-2.7 東京電力柏崎刈羽発電所で 2000 年に導入予定のプル
サーマル計画に反対し住民投票条例制定を求める署名活動が柏崎
市、刈羽村で行われた。「プルサーマルを考える柏崎刈羽市民ネッ
トワーク」が昨年 11 月 6日に「住民投票を実現する会」を結成、1
万 4000名以上を目標にしている。 
反:19990120:3  
柏崎市職員労働組
合連合会代表レポ
ート 
議 会 
1999.1.22. 宮崎県串間市議会が、直接請求により提案された原発に
関する住民投票条例の一部改正案を賛成 8 反対 14 で否決する。山
下茂市長は「現行条例は適切で改正の必要はない」とする反対意見
を付した。 
反:19990220:3 
日経:19990123 
請求運動 
1999.2.24 東京電力福島第一原発 7・8 号機の増設計画をめぐり、
県内の市民グループ「原発増設イエス？ノー？県民の会」準備会が、
県民投票の実施を求める陳情書を佐藤栄佐久福島県知事、斎藤卓夫
県議会議長宛に提出した。陳情内容は、(1)県民投票条例の制定、(2)
公聴会を開催し、原子力行政への県民参加システムをつくる、の 2点。 
日経:19990225 
請求運動 
1999.3.12 柏崎刈羽原発へのプルサーマル計画受け入れをめぐり
市民団体の「住民投票を実現する会」の羽入修吾、桑山史子代表に
より選管に署名簿が提出された。柏崎市の有権者数 6 万 9610 名中
署名数は 2 万 5258 名、刈羽村の有権者数 411 名中署名数は 1345
反:19990320:3 
日経:19990313 
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名で 32.8％。 
議会否決 
1999.3.23.新潟県柏崎市議会と刈羽村議会でプルサーマル計画の導
入について住民投票条例案（直接請求）が否決される。市議会では
賛成 9反対 19、村議会では賛成 1反対 14。 
反:19990420 
朝日:19990324 
提 言 
1999.4 社民党が「住民投票の直接請求制度創設の大綱」を発表す
る。自治法の改正を原則とすべきとの立場に立つ。 
地方分権 2001.3 
p.27 
法 制 度 
1999.5.26 衆院行政改革特別委員会で野田毅自治相が「住民投票に
なじむ事項となじまない事項の整理を進めていきたい」として、住
民投票にかけるテーマを限定して制度化する考えを示す。自治省が
地方自治法に明記する方向で首相の諮問機関である地方制度調査会
（高原須美子会長）に検討を委ねている。 
日経:19990531 
請求運動 
1999.9 福井県高浜原発のプルサーマル計画について「住民投票条
例を実現する会」が結成される。関電の事前了解願に対し、99 年 5
月今井町長が受け入れ表明、99 年 9月に関電が高浜 3号機用 MOX
燃料で検査用データのねつ造があったことを連絡するという状況下
にある。 
福井:20111126 
裁 判 
1999.9.20 宮崎地裁（安藤裕子裁判長）が串間市長誓約違反裁判で
「約束は選挙公約に過ぎず、法的には契約にあたらない」として JA
青年部連絡協議会の訴えを退けた。市長が「政治的・道義的責任を
負うかどうかは別」とした。 
朝日:19990920 
議 会 
1999.12.16 栃木県今市市議会本会議で、三選を果たした福田昭夫
市長提案による 常設型住民投票条例案（13 条）が審議され、特別
委員会での決議に続き、全会一致で否決された。市民が市政に参加
しやすい仕組みをつくるための方策として、情報公開条例と対にな
る住民投票条例を整備するとの意図によるもので市長選でも公約と
して掲げられた。福田市長は「市長や議員を選ぶとき、市民は総合
評価で選んでおり、個別政策で選んでいるわけではない。重大事項
については、ひとつひとつ市民が意思表示するのが民主的」である
と説明している。 
鹿谷 pp.159-162 
請求運動 
2000.1.5 福井県高浜原発のプルサーマル計画の是非をめぐって住
民投票条例制定を求め、1984 人の有効署名をもって本請求がなされ
る。条例制定を目指す住民団体「住民投票条例を実現する会」（安
倍志津子代表）は昨年 9月発足。 
朝日:20000106 
福井:20111126 
日経:20000118 
議会否決 
2000.1.17 福井県高浜町臨時議会（定数 17）でプルサーマル計画導
入の是非を問う住民投票条例案を賛成 4反対 13で否決する。 
請求否決後、高浜町長今理一市氏は「日本のエネルギーをどう賄う
のか、感情的に『原子力は怖い』というだけで判断されるのは困る」
朝日:20000118 
福井:20111126 
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と住民投票に否定的な見解を述べる。 
提 言 
2000.3 住民投票立法フォーラムが「住民投票に関する特別措置法」
の試案を作成、公表した。発案請求署名用件を 10分の 1以上とし、
有権者の 3分の 1以上に達しなければ投票は成立しないとする。そ
して住民投票の結果が有効投票の過半数を超えれば、首長や議会を
拘束するとしている。 
鹿谷:p.65 
詳細は新藤（2000） 
請求運動 
2000.4.12 北海道「泊原発 3号機道民投票を求める 100万人署名実
行委員会」の結成総会が開かれた。北海道平和運動センターが呼び
かけ生活クラブ生協などが参加した。 
反:20000520:3 
法 制 度 
2000.5.23 民主党が「住民投票法案」を国会に議員提案。直接立法
について住民発案に基づき、議会の承認がある場合に限り、住民投
票に付するとする。 
鹿谷:p.65 
森田/村上
(2003):pp.185-186 
地方分権 2001.3 
p.26 
請求運動 
2000.6.12 北海道泊原発 3 号機増設問題について、住民投票に向け
78 万 2000人分の署名が堀達也知事に提出される。署名数は有権者
の 6分の 1に相当する。堀知事は「議会審議などを通じて道民の意
向を把握し最終判断する」として、道民投票実施には慎重な姿勢。 
朝日:20000613 
日経:20000613 
提 言 
2000.7 社会経済生産性本部が住民参加有識者会議を設置。3年間の
間に『地方分権と住民参加を考える－住民投票の論点をめぐって』
2001)、『住民投票制度化の論点と課題』(2002)『地方議会と住民参
加－これからの地方自治体のあり方をめぐって』(2003)を発表。た
だし、具体的な制度設計の提案は行っていない。 
鹿谷:p.5 
請求運動 
2000.8.30 北海道電力の泊原発 3 号機増設問題で、市民団体「泊原
発 3号機・道民投票を求める 100 万人署名実行委員会」（代表杉田
さかえ道平和運動フォーラム代表）が、世論調査（調査会社に依頼。
電話での聞き取りで 1100 人から回答）を実施した結果、道民投票
条例に賛成する意見が 8割近くに達したと発表した。31日に、堀達
也知事に臨時道議会の中止と道民投票実施を申し入れる。 
日経:20000831 
提 言 
2000.9 地方自治総合研究所が「住民投票が拓く自治－住民投票の
理論的解明」というセミナーを開催。 
鹿谷:p.5 
提 言 
2000.10.25 第 26次地方制度調査会が『地方分権時代の住民自治制
度のあり方及び地方財源の充実確保に関する答申』を内閣総理大臣
に提出。住民投票制度化の検討を重要課題であるとした。 
鹿谷:p.60 
提 言 
2000.11 共産党が「住民投票法案大綱」を発表した。地方自治体に
かかわるすべての事項を対象に、議会の議決を経ずに住民投票が実
鹿谷:p.65 
地方分権 2001.3 
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現できるとする。住民投票の請求要件を厳しくし、人口が多くなる
にしたがって条件を緩くする。国の事業については法的拘束力をも
たせないとしている。 
p.27 
議 会 
2000.12.21 愛知県高浜市で、首長提案による常型住民投票条例「高
浜市住民投票条例」が制定された（2002 年 6 月改正）。議会の議
決なしでも一定数の署名を集めれば政策の是非を問う住民投票を実
施できることを定めている。常設型住民投票条例の、発議、署名数
などの内容や制定過程は様々である。 
野口:p.208 
議会可決 
2000.12.26 新潟県刈羽村村議会が、柏崎刈羽原発 3 号機で計画さ
れている「プルサーマル計画の賛否を問う住民投票条例案」が議員
提案され、可決された。全国で 6例目。投票は「賛成」「反対」「核
燃料サイクルが確立するまで保留」の３つから選択する内容。 
柏崎市職員労働組
合連合会代表レポ
ート 
日経:20001227 
議会否決 
2001.1.5 新潟県刈羽村議会が、11月 19日に選出された品田宏夫村
長の再議の求めにより住民投票条例案を再議にかけた。3 分の 2 の
賛成を得られず廃案になる。 
柏崎市職員労働組
合連合会代表レポ
ート 
日経:20010106 
提 言 
2001.1.23 「住民投票の法制化を考える議委員と市民の討論会」（主
催 住民投票立法フォーラム）で、民主党住民投票法制化検討プロ
ジェクトチーム座長の中川正春衆院議員は「現実には各地で住民投
票条例を作り、膨大なエネルギーを費やしながら否決され続けてい
る現状がある。議論の流れをつくるための案として提案した」と述
べる。社民党の管野哲雄党自治体委員会委員長は「地方の地縁血縁
選挙の実態からすると、個別課題を政策で投票するような状況には
いたっていない」と述べた。 
地方分権 2001.3 
pp.26-27 
請求運動 
2001.2.26 刈羽村の住民グループ「私たちの声を村政に届ける会」
が直接請求署名運動を再び開始、2 月 26 日の開票で、有権者 4172
人の 37.3％にあたる 1556人の署名を集めたと発表した。3月 29 日
に本請求。 
柏崎市職員労働組
合連合会代表レポ
ート 
日経:20010227 
法 制 度 
2001.4 全国に先駆けて高浜市（森貞述市長）が常設型住民投票条
例を施行。 
朝日:20010208 
議会可決 
2001.4.18 新潟県刈羽村村臨時議会でプルサーマル計画の導入是非
を問う住民投票条例案が再度可決される。賛成 9 反対 6。今井村長
は「基本的に（住民投票はなじまない）という考えは変えていない
が 1540 人の署名による直接請求は重く受け止める」と述べ、再議
に付さず 24日に投票実施を表明。 
反:20010520 
朝日:20000419 
日経:20010419 
法定投票 
2001.5.27 新潟県刈羽村でプルサーマル計画の導入について住民投
票を実施。有権者数 4090、投票総数 3605（投票率 88.14％）、反
反:20010620 
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対票 1925、保留 131、賛成 1533、無効 16。反対は有効投票数に対
して 53.6％、有権者数に対して 47.1％。世帯数は 1400余りで東京
電力とその関連企業の関係者は 380人。告示直前経済産業大臣名の
チラシが全戸配布され、後日国会で問題となる。 
反 響 
2001.6.1 東京電力は、柏崎刈羽原発で予定していたプルサーマル計
画の実施を延期すると発表した。計画は来夏の定期検査まで先送り
される。電気事業連合会（太田宏次会長）は、6 月中にプルサーマ
ル計画推進のための業界横断組織（12社）を設立する予定。 
 経済産業省は、早期の計画実現に向けた地域対策を話し合う政府の
連絡協議会を古川貞二郎官房副長官のほか、関係 5府省の局長級で
構成する。平沼経済産業相は閣僚懇談会で「反省点は必要性と重要
性に対する国と事業者の説明不足だ」とし、田中真紀子外相は「エ
ネルギー源の必要性について小さい時から教育すべきだ」と述べた。  
日経:20010529 
:20010601 
:20010602 
議 会 
2001.6.21 新潟県刈羽村の村議会は、国などに投票結果を最大限尊
重するよう要望する意見書を賛成多数で可決。意見書は小泉純一郎
首相、平沼赳夫経済産業省、平山征夫新潟県知事らに提出される。
要望書は、(1)一層の情報公開(2)防災計画の充実(3)恒久的地域振興
策と財源の確保(4)使用済み核燃料の取り扱いを含む計画の確立(5)
エネルギー政策の見直しと幅広い選択肢の提示、国民の合意形成を
求めている。  
日経:20010622 
反 響 
2001.8 西川正純柏崎市長は「来年 8月予定の定期検査時にプルサ
ーマルが実施されるよう努力する」と語る。「結果は尊重するが、
三年も五年も縛られて実施できないのは妥当でない」と判断する。
市や県の経済界、行政関係者も「住民投票で反対の結果が出たが、
それは刈羽村の 5月時点の問題だ」としている。 
日経:20011105 
町 政 
2001.8.22 三重県海山町特別委員会が原発誘致の請願、反対の請願
の審査を、住民投票で民意を問うてから行うと採決、町執行部に条
例案づくりをゆだねた。 
反:20010920:1 
電気:20010925 
反 響 
2001.9 刈羽村住民投票の結果を受けて、東京電力常務取締役・原
子力本部長は「住民投票をしますと、国益との比較で考えるよりも
自分たちの毎日の生活の中での身近な問題の方を優先する結果とな
ります。（国益を）同じ天秤の上に乗せるためにはどうするか。そ
れを最終的に考えるのは議会や行政、特に地方自治体の首長の果た
すべき役割が大きいのではないか」と述べる。 
原子力 eye 
2001 年 9月 
提 言 
2001.9 関東弁護士連合会が初めて地方自治を内容としたシンポジ
ウム「地方議会と住民投票－21 世紀、地方自治の前進をめざして」
を開催し、報告書をまとめた。 
鹿谷:p.5 
原子力発電所関連施設 住民投票年表 安田 利枝  105 
議会可決 
2001.9.21.三重県海山町（人口 1 万人）で中部電力の原発誘致を進
めようとしている塩谷龍生町長と議員と商工会の幹部が、「海山町
における原子力発電所誘致に対する賛否についての住民投票に関す
る条例」を問う住民投票を提案。賛成多数で可決する。全国で 7例
目であり、原発立地の申し入れがない段階での条例案可決は初めて。 
反:20010920:1 
電気:20010925 
提 言 
2001.11.3 住民投票立法フォーラムが「住民投票に関する特別措置
法試案」を改訂 
森田/村上(2003) 
pp.178-184 
法定投票 
2001.11.18. 海山町の住民投票は、仕掛けた誘致推進側が敗れる。
有権者数 8748、投票総数 7754、投票率 88.6％、誘致反対 5215 票、
誘致賛成 2512 票。反対票は有効投票数の 67.5％、全有権者に対し
59.6％。 
直前に中部電力浜岡原発の配管破断、労使漏れ事故があった。推進
派が 2 月に提出した原発誘致の請願では有権者の 64％の署名を集
めていた。 
反:20011220 
日経:20011127 
反 響 
2001.11.18 海山町住民投票結果を受けて、資源エネルギー庁の中村
幸一郎電源立地対策室長は「原子力政策は国民生活に深くかかわる
問題のため、住民投票にはなじまないという印象を持っている」と
の立場を強調した。 
日経:20011119 
議 会 
2001.11.18. 海山町町議会本会議で賛成多数で原発誘致反対の請願
を採択した。 
日経:20011212 
請求運動 
2001.1.中旬 宮崎県綾町で「綾送電鉄塔・住民投票を実現する会」
が直接請求の手続きを開始した。1か月間で 952名（有効 828 名）
の署名を得て条例制定を請求した。 
反:20020520:3 
首 長 
2002.2.28 新潟県巻町の笹口町長が、潟東、岩室村との合併協議に
先立って、東北電力巻原発の建設計画の是非を問う住民投票を実施
するよう再度要請した。両村長はこれに強く反発し、合併協議は決
裂する見通し。 
日経:20020301 
法 制 度 
2002.3.31 合併特例法改正で合併協議会設置に関する住民投票を
導入。 
鹿谷:p.14 
議会否決 
2002.4.12. 宮崎県綾町議会は、綾川渓谷一帯の照葉樹林に影響を与
える九州電力超高圧送電線鉄塔の建設是非を問う住民投票条例案を
8 対 4 で否決する。町長は 3 月に「住民投票は議会制民主主義の否
定」との見解を示していた。 
反:20020520 
反 響 
2002.5.末 資源エネルギー庁が福井県敦賀市に、地域密着の広報を
常時実施するため、若狭地域担当事務所を開設した。中西康直所長
は「昨年 5月に実施された刈羽村の住民投票でプルサーマルが反対
日経:20020620 
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多数となったことを直接のきっかけに、原子力を中心としたエネル
ギー政策について、国が前面に出て PR することが重要との認識が
強まった。そこで地域住民の意見・要望を聞くとともに、地域の特
性にあった広報活動を実施する施設を設置することになり、今年 2
月に柏崎刈羽、5月に若狭、6月に双葉と開設した」と述べた。 
刈羽村の住民等結果には「予想外の結果と言えるかもしれない。
やはり認識が少し甘かった。核燃料サイクルの必要性について一般
国民がわかりやすい情報に接する機会が限られていたことを反省し
改める必要がある。国のプルサーマル連絡協議会の中間報告にもあ
るように、事務所開設は自らの反省から出てきた対応だ」と語った。 
法 制 度 
2002.8 北海道は重要な政策を実施する場合に住民に直接賛否を問
う、住民投票制度を導入する方針を決めた。「行政基本条例」案に
関連規定を盛り込む。原子力発電所やダム・道路建設などの大規模
公共事業などを想定している。 
日経:20020803 
提 言 
2002.9 (財）社会経済生産性本部が『住民参加有識者会議報告書 住
民投票制度 制度化への論点と課題』を発表。 
野口（2003）p.218 
法 制 度 
2002.10.10 北海道が住民投票の規定を盛り込んだ行政基本条例を
全会一致で可決し､常設型住民投票条例を制度化した。道は適用対象
として、原子力発電所やダム建設など賛否が分かれる行政上重要な
問題で知事が直接民意を問うことが不可欠と判断したケースを想定
している。実際に住民投票を行うには基本条例とは別に、対象とな
る個別課題についての「実施条例」を道議会に提案・可決すること
が必要と明記され、２段構えの構成となっている。都道府県レベル
では全国初。 
共同通信：
20021010 
請求運動 
2003.2.8 青森県「むつ市住民投票を実現する会」が結成された。核
の「中間貯蔵施設」はいらない！下北の会と市内の誘致反対グルー
プが連携。 
反:20030320:3 
 
2003.12 東北電力の鹿目勘六原子力建設準備本部長が巻町笹口町
長に新潟県巻原発計画撤回を申し入れた。電力需要は大幅な伸びが
見込めず自由化による競争激化もあり「競争に勝ち抜くスリムな設
備」に切り替える好機と捉える。 
日経:20031225 
議会否決 
2000.6.22 唐津市市議会は、九州電力玄海発電所のプルサーマル計
画をめぐり住民投票条例制定案を反対多数で否決する。 
朝日:20000623 
請求運動 
2007.1.22 佐賀県 市民団体「プルサーマル･大事なことは住民投票
で決めよう、佐賀県民の会」（満岡聡（47）共同代表）が、玄海原
子力発電所のプルサーマル計画の是非を問う県民条例の制定を目指
して 5 万 3191人分の署名簿（有権者の約８％）を古川康知事に提
朝日:20070123 
日経:20070122 
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出。審査で 4 万 9600 人分が有効。知事は昨年 3 月に計画への同意
を表明している。 
議会否決 
2007.2.2 佐賀県臨時県議会でプルサーマル計画の賛否を問う住民
投票条例案を否決する。古川知事は「県民投票の必要はない」との
意見を付けており、「2 年間にわたり研都議会、地元が議論し、そ
れぞれが下した判断は重い」と語った。議長を除く自民党（31人）
と公明党（1人）、県民ネットワーク 1人の 33人が反対、賛成派 5
人。4 万 9 千人の署名で条例を求めた「県民の会」は解散し、「プ
ルサーマルと県の 100年を考える会」を 20日に設立する。 
朝日:20070203 
反:20100220 
日経:20070203 
請求運動 
2007.3 長崎県対馬で高レベル放射性廃棄物処分場問題について誘
致派と反対派の溝が深まる。「ねっこを拓く会」で勉強会を続ける
推進派は住民投票の実施を目指し、「核のごみと対馬を考える会」
の反対派は「住民投票は島を二分し、人間関係を壊してしまう」と
の立場。 
朝日:20070309 
法 制 度 
2007.5.18 日本国憲法改正手続きに関する法律（51 号）の附則 12
条に今後の検討課題として「憲法の採用する間接民主制との整合性
確保その他の観点から検討を加え、必要な法制上の措置を講ずる」
と盛り込まれた。これは自民党の国民投票法案が国民投票に付する
案件の範囲を憲法改正に限定したのに対し、民主党案が国政の重要
問題を対象とする諮問的な国民投票の導入を提起したため。 
宮下（2011）p.140 
請求運動 
2007.9 唐津市の市民団体「プルサーマルは住民投票で決めよう！唐
津市民の会」(徳永哲代表(43）が住民投票を求める請願を提出。2
万 3973人分の書名を添えた。 
朝日:20101228 
首 長 
2009.2.10 中越沖地震で停止中の柏崎刈羽原発の運転再開をめぐり
「柏崎刈羽原発反対三団体」による申し入れに対し、会田洋柏崎市
長は、住民投票や公開討論会について「専門家で結論が出ないこと
を市民に判断できるのか」と応答した。6 日には、品田村長も「地
域の会」で「みなさんを代表して判断するのが（首長）の仕事。科
学的、合理的に判断する」と話した。 
朝日:20100206 
朝日:20100211 
請求運動 
2010.5.26「川内原発増設を等住民投票実現の会（荒武重信代表）が
手続きを開始する。「一昨年の市議選で増設への賛否を明らかにし
たのは 3人に過ぎず、市民は真の意味で判断する場を得ていない」
と住民投票の必要性を訴える。 
朝日:20100527 
議会可決 
2010.7．22 宮崎県串間市(市人口は約 2万人）市議会で市民投票関
連法案が可決された。7 月の市長選挙で「冷静に判断できるこの時
期に是非を問いたい」として市民投票実施を公約にした野辺修光氏
が当選したことから。 
朝日:20101225 
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議 会 
2010.9.6-24 宮崎県串間市議会で市民投票調査事業費を含む 2 億
4900 万円を追加する予算案を審議。 
朝日:20100831 
議会否決 
2010.10.14 薩摩川内市市議会は、九州電力が進める世界最大級の川
内原発 3号機増設をめぐり提出された市民投票条例案の制定案を否
決した。32人による採決で賛成 9、反対 23。署名者は 5333人。増
設には 12 月、市議会、市長(岩切秀雄）、県議会、知事が同意を表
明、重要電源開発地点に指定された。 
朝日:20101015 
:20101229 
法 制 度 
2011.1.24 通常国会に総務省（片山善博総務相）が住民投票制度を
法制化する地方自治改正案を提出する。自治体が建設する大規模施
設建設の是非や議員定数を対象に、投票結果の政策への反映を義務
付けるもの。道路や空港など重要なインフラや法律に基づいて設置
される施設は対象から外れる。また実施に最終判断は自治体にゆだ
ねられる。 
日経:20110119 
首 長 
2011.3.14 宮崎県串間市で原子力発電所立地の賛否を問う住民投票
を 4 月 10 日に予定していたが、野辺修光（68）市長が実施断念を
表明した。2010年夏の市長選で住民投票の実施を公約に、再選され
ていた。 
朝日:20110501 
日経:20110315 
首 長 
2011.10.19 静岡県牧之原市の西原茂樹市長が、日経新聞の取材に
「浜岡原発の再稼働に関して市長や議会だけで判断できない」とし
た。仮に県や他の市町が再稼働すべきだと判断した場合には原発立
地市に周辺市町を加えた広域の住民投票が必要だと述べた。牧之原
市議会は 9月下旬に「永久停止」の決議案を可決している。 
日経:20111019 
請求運動 
2011.12.10 市民グループ「みんなで決めよう『原発』国民投票」が
署名活動を開始する。条例制定請求の趣旨は、「原発はおびただし
い数の人々の暮らしや命を左右する。原発の今後をこれまでのよう
に国と電力会社、立地自治体の判断のみで決めるのは間違っている。
私たちは主権者、電力消費者、電力会社の大株主となっている自治
体の住民として原発に関与する責任と権利があり、それを行使する
ために、原発の稼働について議論し意思表示する機会として住民投
票の実施を求める」というもの。東海地方と浜松にも同様の動き。 
朝日:20111210 
首 長 
2012.1.10 大阪市の橋下徹市長が「住民の活動を重く受け止めなく
てはならないが、原発の是非だけを問うのに 5億円をかける価値は
ないと思う」と述べる。大阪市選挙管理委員会が必要な費用を 4億
7000 万と見積もった。 
日経:20120110 
請求運動 
2012.2．4 市民グループ「みんなで決めよう『原発』国民投票」
（事務局長今井一(57）が提出した 6万 2439人の書名の内、大阪の
選管で 5 万 5428 人分が有効とされ、必要な 4 万 2673 人分を上回
朝日:20120204 
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る。14日に投票条例案を直接請求する。 
請求運動 
2012.3.24 市民グループ「みんなで決めよう『原発』国民投票」が
2011 年 12 月 10 日から東京都での書名集めを終え、34 万 4052 人
の所目を集めたと発表。東京都では21万4206人以上の書名が必要。 
朝日:20120325 
 
請求運動 
2012.3.9 中部電力浜岡原発の再稼働に慎重な立場をとる市民団体
「原発県民投票静岡」（代表：鈴木望前磐田市長、佐久間章孔）が
署名活動を開始する。県内では 6万 2千筆以上が必要。 
日経:20120310 
議会否決 
2012.3.27 大阪市市議会は､関西電力管内の原発稼働の是非を問う
住民投票条例案を地域政党「大阪維新の会」と公明などの反対多数
で否決した。自民は投票資格者を日本国籍に限るなどの修正案を提
出、民主、共産も賛成。有効署名数は 5 万 5000 人。他方で、維新
と公明は原発依存度の低減に向けた施策を進めることを市に求める
決議を採択した。 
東京:20120328 
日経:20120328 
首 長 
2012.5.29 東京都が、石原慎太郎知事による「原発稼働の是非は国
が責任を持って判断すべき」とする反対意見を条例案に付けて６月
５日開会の都議会定例会に提案すると発表。石原知事は反対理由に
ついて記者団に「（稼働是非は）国家の大計。原発立地地域の人々
への影響を斟酌せずに、そこから電力を供給され豊かな生活を享受
している東京が自分たちの感情だけで左右するのは、ナンセンスだ」
と述べた。 
東京:20120529 
議会否決 
2012.6.20 都議会本会議で住民投票表条例案を自民党、公明党、民
主党の一部議員など反対 82 人の反対多数で否決。賛成は民主党の
議長を除く 49人中 30人と共産党、生活者ネットワーク・みらいで
41 人。自民党が「稼働の是非は国が判断すべき」、公明党は「二者
択一では多様な都民の意思を正しく反映するのは困難」と議論。投
票結果が仮に「再稼働に反対」となっても、都に具体化する権限が
なく、また、原発立地自治体の意向を無視することにもなりかねな
いことなどが指摘された。市民グループによる条例案について、民
主党は 18 日の総務委員会で「20 歳未満の人や永住外国人にも投票
権を与えることにはまだ、多くの議論が必要」として投票資格など
を変更した修正案を提出したが否決されたことを受け、自主投票と
した。 
朝日:20120621  
毎日:20120621  
読売:20120621 
日経:20120621  
 
 
注 
１．朝日新聞は、反対が全投票数の 76％、全世帯数の 68％と報道している。 
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